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経済学研究第31巻第2号 149 (425) 

経営管理システムの環境適応

目次

I 分析の視点

E タスク環境と組織構造

E タスク環境と管理システム

1 資源配分システム

2 予算管理システム

3 統合メカニズム

4 業績評価システム

W 結び

参考文献

I 分析の視点

小島蹟光

経営管理は，経営者あるいは管理者がその組織状況に適合した資源配分，

統合および業績評価を行いながら，組織目標の達成に努力する活動である。

すなわち，経営者あるいは管理者は，まず，組織全体と多くの下位単位の将

来の生産と流通に使用すべき資源(物的・人的)の計画と配分を行い，第2

に，分化した下位単位の役割や行動を統合し，第3に，下位単位の業績を評

価する。

経営管理は 2つのアプローチに大別される。 1つは，動機づけアプロー

チとよばれるものである。本アプローチは，組織の個人や集団に直接人間的

な働きかけをし，彼らの欲求や動機を高めることによって，組織目標の達成

に努力するものであり，人間関係論のアプローチがこの典型である。もう 1

つのアプローチは，構造アプローチとよばれ，最適な組織構造および経営管



150 (426) 経済学研究第31巻第2号

理システム(以下，単に「管理システム」と略記する)を設計し， その維

持・操作・変革を通じて組織目標の達成に努力しようとする接近方法であ

る。本アプローチは，環境や組織構造・管理システムを操作したり設計する

ほうが，個人の態度や行動を変えようとする人間的な努力よりも効果的であ

るという考えに基づいている。したがって，構造アプローチでは，個人の心

理や個人間の相互作用に還元されない組織の構造特性の分析と操作に重点が

置かれる。本アプローチで重要な分析課題の 1つである組織構造は，一般的

には，組織における分業や権限のパターンであり，経営管理活動(組織行動)

の枠組をつくりだす機能を有し，組織形態として具現しているものである。

この組織構造は，過去の経営管理活動の所産であると同時に，現在および将

来の経営管理活動を間接的に規定するとし、う性格をもっている。

次に，管理システムとは，資源配分，統合および業績評価の経営管理活動

をシスティマティックに遂行できるようにする枠組および手続である。した

がって，組織構造の経営管理活動への影響が間接的で、あるのに対して，管理

システムの影響は，より直接的であるといえる。この管理システムには，長

期経営計画システム，予算管理システム，経営情報システム，成果分配方

式，生産高報告書，管理のための規則・規定・手続等が含まれる。

本研究では，この構造アプローチの立場に立ち，組織状況，組織構造・管

理システム，組織行動および組織成果との相互関係を体系的かつ実証的に分

析することを試みたし、。そのためにまず，本稿では，この分野の研究成果を

調査し，上記の相互関係を分析するためのフレームワークを提示する。

1)チャンドラー， 1981， pp. 63-64参照。

2)野中， 1980， pp. 24-25参照。

3)ローラー， 1976， p. 1248参照。

4)本研究においては， 1"組織状況」と「タスク環境」とを同義語として用いる。 タス

ク環境とは，組織目標の設定とその達成に直接的または潜在的に関係するより特定

的な環境を指し，代表的なものに，市場環境や技術環境などがある。各組織は，多

元的なタスク環境に直面している(ディル， 1958;スターバック， 1976参照〕。
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E タスグ環境と組織構造

まず初めに，タスク環境と組織構造との関係を明らかにするという問題意

識をもって行われた代表的な研究成果を概括する。

ノミーンズ&ストーカーは，英国の主にエレクトロニグス産業における 15

社の調査研究をもとに，組織は「有機的組織」と「機械的組織」という 2つ

のタイプに分類されることを見い出した。かつ，これらの 2つのタイプの組

織の有効性は，組織状況との関係で決定されることを明らかにした。たとえ

第1図機械的組織と有機的組織

機械的組織

1. 公式性は高い。
2. 情報のネットワークは限定されている。

3. 意思決定への部下の参加は少ない。

4. フィードパック・過誤発見の能力は低い。

5. 組織行動は，上司の指示・意思決定に支配される。

有機的組織

1. 公式性は低い。

2. 情報のネットワークは強く結びついている。

3. 意思決定への部下の参加は多い。

4. フィードバック・過誤発見の能力は高い。
5. 組織行動は，上司の指示・意思決定に必ずしも支配されない。

(出所〉 ナードラ他， 1979， p. 192. 
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ば， 市場が安定的な組織状誕の下では機械的組織が， 逆に市場と技術が急

速に変化する組織状況の下では有機的組織が有効であった。碍組織の特性を

Sつの次党で比較してみると第1矧のとおりである。機械的組識は，高い公

式性，限定された情報ネットワ…ク，よ可の意思決定・指示に支配される

識行動等，官僚性組織に近怒してL、る。一方，有機的組織は，低い公式性，

高いツイードバッグ・過誤発見の能力，上司の指示・意患決ま設に必ずしも支

配されない組織行動等，非官僚性組織ともいえる特伎を備えている。

ウッドワードは，サウス・エセックス地方〈英国)の製造食業100社の生産技

術と組織構造との関連合分析した。この分析にあたって，生産技術は，

産プロセスの発展段階，②生産プロセスに使用される用兵問の相II関係，@

i作業の継続性・反複性・連続性の点から尺度化され， (1)単品生産ならびに小

規模なパ γチ生産， (2)大規模なバッチ生産ならびに大量生産， (3)装醗生産，

の3つに大別され分析された。その結果，次のことが明らかとなった。

産技術が組識構造〈最高執行責続三きが管理する員数，命令系統の段階数，

l線監督者の統制j範関等〉を決定する る。 (2)各生産技術に

は，ある特定の組織構造が漉合する。たとえば，単品生産ならびに小綴撲な

パッチ生産の場合には，比較的底の広いピラミッド裂の組織が多く，かっこ

のような構造をとっている組織においては業績が高い。逆に，装闘生産の場

第2図 業綴カミ平均よりょの:企業の第l線撃を餐者の統制範囲

(想要員正義チ生産お)

企業数

5~ 一三笠-
i I 1きま

519以下伊鈴閣総 61-70 71制 8ト自由そむ倦

5ト 3校内U

01 「ドー
10Jぷド 11-20 2J-30 31-40 ，11-5日 51紛語ト70 71-80 81-90そ夜慾

5，上
よ}fωg← E

I I主tI 
01:二=二コ-叩叩A
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管理主している人数

(出所〉 ウッドワード， 1980， p. 72よち作成。
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合には，高くて底の狭いピラミッド型の組織が多く，かつ，このような構造

の組織の業績は高い(第2図参照)0 (3)大規模なノミッチ生産で業績の高い組

織の構造はより機械的であるのに対して，逆に，他の生産技術で業績の高い

組織のそれはより有機的構造をもっている。

ウッドワードはまた， リーブズとの協力のもとに，生産技術と管理システ

ムとの関連も分析した。この分析にあたっては，管理プロセスは，①パーソ

ナルーメカニカノレと，②単一一多元の 2次元で概念化された。パーソナルー

メカニカル次元とは，管理方法に関するものである。パーソナルな管理方法

には原価管理・ QCシステム等がそれぞれの典型として挙げられる。単一一

多元の次元とは，種々の管理システム相互の結合の程度であり 1つの統合

されたシステムは単一システムであり，相互に関連・連結されていないシス

単品生産および小
規模なバッチ生産

大産規模なパッチ生産
および大量生

装 置 生 産

第3図管理システムの類型

パーソナル メカニカノレ

単一 Al A2 

多元 Bl B2 

矢印は企業および技術上の通常の発展の経過を示す。
(出所〉 ウッドワード， 1970:訳書， p.70. 

第 1表生産技術と管理システムの関連

単一・パーソナル多元・パーソナノレ多元・メカニカノレ

A， B， B2 
% % % 

75 25 

15 35 40 

5 

企業合計! 28 21 18 

(出所〉 ウッドワード， 1970:訳書， p. 71. 

単一・メカニカノレ

A2 

% 

10 

95 

33 
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テムは多元システムである。管理システムは，この 2次元により 4つに類型

化された(第3図参照)。分析の結果，次のことが明らかとなった。 (1)単品

生産および小規模なパッチ生産企業は，単一でパーソナルな管理システム

を，他方，装置生産企業は単一でメカニカルな管理システムを主として採用

していた。 (2)大規模なパッチ生産および大量生産は， 4つの類型全てを採用

していた(第1表参照)。彼女等の研究は， 生産技術と管理システムとの関

連を分析した先駆的研究で、ある。

これらの研究は，タスグ環境の 1つである技術が組織構造さらには管理シ

ステムを規定する重要な要因であることを明らかにした。

経営究家チャンドラーは，米国の多国籍企業162社の組織構造を分析し，

第2表のような調査結果を得た。「これによれば， 全体の 95%が何らかの形

で事業部制組織を採用していることがわかる。この表は，さらに海外進出が

組織に与えた影響を示している。 1968年までに， 45%のこれらの企業が国際

事業部を通して海外事業部を管理する方式から，全世界的に責任を受けもっ

ている製品ないし地域別事業部制を採用するにあたり，製品別とするか地域

別とするかの選択は，おおむね多角化の程度と相関していることが第2表よ

りわかる。」 この調査結果は， 彼が先に提示した命題「戦略が構造を規定す

第2表 アメリカの 162の多国籍企業の組織構造及び対外多角化による分類

対外製品多角化の程
組 織 構 造 |企業総数| 度で分類した企業数

ナシ 低位 高位

国際事業部をもっ企業で

圏内的第2段階にあるもの(U型)1 81 7 1 0 
国内的第2段階にあるもの(M型) 1 ~ 1 a a 4 
地域事業部 17 11 4 2 

世界的製品事業部 30 0 11 19 

混合型及び 22 0 13 9 
格子型 3 0 0 3 

総数 162 57 68 37 

U型:J機能別組織， M型:事業部制組織
(出所〉 チャンドラー， 1981， p. 70 
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るりを支持している。

ホーノレは，企業組議全体ではなくて，企業組織を構成する

部門の構造に注目し，多くの企業が製造部門においては上記のパーンズ&ス

ト…カーのいう議接的組織に近似した組識を，これに対して，研究開発部門

においては右機的組織に近似した綴織構造量念とっていることな明らかにし

た。この結果は，パーソズ&ストーカ…の主張の一般的妥当性な示すもの

である。

以上概観してきた研究成果念総合すると， rすべての組織は， タスク潔嘆
に適合した組織構造主役展葬きする。しかし， このタスク環境は個々の総織によ

って異なったものであり，あらゆる怒畿に普遍的に妥当する唯一最喜多の組識

構造は存在しない。j としづ結論が得られるであろう。

。ヌド節は， w縫器等学研多目』に発援した内考察当と含んで九、る(小長会， 1980， p. 15.)。

2)パーγズ&スト…カー， 1961， pp. 119-125参照。

3)ウッドワーに 1980:訳書ゑ pp.83-87参照。

の同様の結果は，ベ p ーによっても報告されている。彼は，ノン・ノレーティン技術を

主菜3ちしている燐神病院の総織構造は，ノレーディン技術を採用しているケ…ス・ワ

グ病院のそれよりもより有機的であることを示した(ベ戸一， 1鉛5，pp. 910-971議参

照〉。

5)ウット、て7…ド， 1970:訳書芸， pp‘4号-74参照0

6)チャンドヲー， 1981， pp. 70-71参娘。

7)チャンドラー， 1962， p. 383参照。

8)ホ…ノレ， 1962参照。

置 タスク環境と管理システム

した務研究は，タスク潔境に議会した組織構造の重要性を明ら

かにしたものであった。しかし，すでに述べたように，組織設計は，組議構

造の選抜・決定で終わるものではなし、。組織構造の決定は，タスク環境と

識行動〈経堂管理話動)とを媒介する lつの方法でしかなし、。組織構造とと

もに管理システムは組織行動な規定す了る。したがって，組織構造が全く階じ

でも管理システムが異なるために総議行動が異なっている痴はよく見られる
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ところである。

チャンドラーも， 1"経営戦略と組織」において， ゼネラノレ・モーターズ

(GM)の例を引き，管理システムの重要性を強調している。彼は，経営戦略

と組織構造とならんで，管理システムの設計・維持・操作さらには変革に関

して詳細な説明を加え，①標準生産量・原価計算等の管理会計技法，②製品

別事業部を統括する各種委員会，③グループ・イグゼグティブ等の役割，④

創業者と後継者の気質の違い等が，組織行動さらには組織成果に大きな影響

を与えることを示している。しかし，従来の組織論や経営管理論において

は，この管理システムは組織構造ほどには重視されず，十分な分析が行われ

てきたとは言い難い。

そこで，本節では，管理システムの分析を行うための準備として，これま

での研究成果を検討する。管理システムは，主にその果たす機能の観点よ

り，①資源配分システム，②予算管理システム，③統合メカニズム，④業績

評価システムの4つに分けて考察される。これら4つの管理システムは相互

に関連を有しながら，経営管理活動(組織行動)を規定し，組織目標の達成

に貢献している。

1. 資源配分システム

組織は，将来の生産と流通に使用すべき経営資源(物的，人的)を配分す

る多数の活動を行っている。一般的に，これらの活動(組織行動)は，資本

予算システムや長期経営計画システムが対象とする活動である。従来から，

資源配分を経済学的観点からいかに合理的に行うべきかに関する研究は多く

なされてきた。しかし，資源配分の意思決定を，組織行動あるいは政治過程

として分析した研究は必ずしも多くはないが，以下，タスク環境との関連に

おいて資源配分行動を分析した研究を紹介し，検討を加える。

(1) サイアート&マーチ，およびカーターの研究

資源配分の意思決定を，組織行動としてとらえ，そのモデノレ化を最初に試

みたのは，サイアートとマーチである。彼らは，組織の意思決定行動は，①

コンフリグトの準解消，②不確実性の回避，③問題解決志向の探索，④組織
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，の4つの基礎的概念によって説明することができるとする。これら

の基礎的概念は，規範理論としての古典的経済学や管理科学のそれとは慈し

く異なったものであり，その舟容を概説することにする。

e コンブヲクトの準解消
組織は，さまざまの異なった日 もった構成良からなる遼合体である。

したがって構成員の簡には，常に完全な意見の一致はありえないので，総議

問擦を共通の次元に還元したり，内部的に続ーしたりすることは不可能であ

る。そのかわりに， 組職尽擦は， r一連の要求水準という独立制約条件j と

してとらえられる。すなわち，組織は議足基準の意思決定ノレ…ノレを採用

る。

かくして，組織は問題を翻次的探題に分解L，下位単位に鮒り当て，

単金は 1つの間難合 1つの観点から解決しようとする。まずこ，組織はそれぞ

れ異なった時点に異なった鼠標に注目すること，すなわち目標への環次的投

呂により， 自襟陪のコンブザグトを解務ーする。

@ 不確実殺の

経済理論や管主義科学では， リスクや不確実性に対しては，確実性への換葬

もしくは不確実性を考濯したルーノレ〔たとえば，ゲームの理論等〉が採用さ

れるものと仮定している。しかし，サイア…ト&マーチによれば，現実の

組織は，次のような方法で不確実性自体宮田避しようとする。すなわち，

期的な不確実な出来事会予測するかわりに綬期的フィードバッグに対する反

応を繰り返したり，伝説的慣行や標準溜常手続 (SO的等により不縫実性の

号室泉である環境と協議あるいは環境を管理しようとする。

金問題解決志向の探索

組識包擦が満足されない場合に探索が行われる(動機づけられた探索〉。

この場合， J1京国はその結果の近傍にあると られるので，探索は問題徴候

の近傍で行われる。また訴しい解決は古い解決の近傍にあると考えられるの

で，探索は現在の選択対象の近傍で持われるく単純思考の探索〉。組織の経

験等はこの諜索にパイアス る。
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Etc 
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第4図組織の怒思淡定行動

設:慾JレーJviと
おける灘浴

探索ノレーんに

おける適応

(Ifl所〉 サイアート&..，，--チ， 1963， p. 126 

組織の学習

組織は，鵠人としての人関と悶様に，その経験によって学習する。組織の

{適応行動〉は， 際擦の適応，注意ノレ…/レにおける適応，および探索ル

んにおける適応の3つの行動において生ずる O すなわち，組織はその経験

の関数として自擦を変更し，往3撃を軽換し，探索手続を修正する。

サイアート&マーチは，このような基礎的概念に基づいて，組織の意思



経営管理システムの環境滋応 小草寺 159 (435) 

決定行動のモデル〈第4殴参照)を掲示しているのモデルがフローチャート

の形で示されているように，実欝の組織の意思決定は，古典的経済学や管理

科学が想定するような添ーの選択ではなし逐次的な組織行動ないし組議過

程として理解されるべきマあると主張してい丸

アハ口ニーも，組蟻の投資決定過穏について次のように述べている。Fどん

な投資も一時点で決定されることはなし、むしろ，投資決定はかなり長い鶏

!習にわたり，かつ様々な組織踏潜の人々きと巻きiるみ，多くの下伎の議患決織

がなされる浪程である。一般に，この下位の意思決定は，全体的・上位意思

決定を行う組織単泣の自由度を誠らし，したがって，全体的議思決定の

に影響を及ぼす。j

カーターは，上記のサイアート&-<'…チのそデノレに依拠しつつ，あるコ

ンビュータ会社における 6つの投資決定行動を詳細に分析し， (1)企業戦略が

意思決定行動を規定している， (2)意思決定のための情報・データは完全でな

い， (3)情報・デ…タの収集・分析行動は ト?プマネジメントの罷心および
7l 

企業戦略に選会するように行われている，ことな明らかにした。 この結果

は，ベナイアート&マ…チの説を発展させ，組織の実際の資源配分行動が，

古典的経済学や管理科学が懇定しているようなぞデノレとは異なったもので、あ

ることを実証したものである。

(2) ボアー，およびア…カー?ンの研究

ボアーも，投資決定の組織行動を詳絡に記述・分析している。設は，多角

化大企業における投資決定行動を 3つの組織階震において逐次的に生ずる

下位行動に細分する。すなわち，告事業部ヤむの f定義jの過程;投資の必要

性が認識され，投資プロジェクトの技術的・絞済的務特性が決定される過

「促進jの過程;事業部長が投資プ Pジェグトの価値を認

めその実現に向けて後押しをはかる遜緩，および窃本社の「承認jの過程;

本社が投資プ口ジェグトに資金を関与することを決定するi塁線(第 5歯

照〉。

授は， このよをデノけと基づいて 4社の投資決定の行動さは記述し，その行動が
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古典的経済学や管理科学が想定しているような合理的行動とは全く異なった

ものであることをど明らかにしたd しかしながら，ポアーもまた，サイアート

&マ…チ， カーターと同様に， 資源斑分行動の類型化や，タスグ環境と資

源配分行動との関係についてはほとん していない。

アーカー?ソは，組織状況とくに経常戦略が異なるにつれて，組織

の資源配分行動がどのように変化するかを，上記のボアーのそう子、ノレについて

分析・検討しているo

調査対象経織としては 2つの黍磁的統合企業の紙製造事業部と， 2つの

多角化企業の紙製造事業部の計4選手業部が選択されている。これは，同一業

種の事業部を議まをすることにより，戦略と組織構瀧が異なる時，資源灘五分行

動がどのように変化するかな露べるためにとられた措置である。務交結果は

翠3霊的統合企業は，多角化企業よりも， より集機的な「主主義」および f促

過穏を展開していることを示した。 以下， 4H子動別に，調査結架を詳述

する(第5劉参照)0

@定義;霊渡的統合企業では， の階層(本社・専務業部・部門)が欝与二

第5図 総織隊燃と言愛護華麗:分行動

ヱド tl: 

総

綴 署奏楽部

階

層部門間目

Ld 

ロ
ま登直的統合企業

四
多角化会業

定義義 促進 家認

資源配分行動
(出所〉 アーカーマン， 1970， p. 350. 
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しているが， 多角化企業では部門がすべての投資案を起案している。②促

進;垂直的統合企業では本社の社長が投資のリスグ分析を行うのに対し，多

角化企業では投資のリスク分析は事業部に任されている。また，垂直的統合

企業においては，事業部と本社間で頻繁な交渉を通じて投資分析をすすめる

のに対して，多角化企業においては，事業部長がもっぱら行っていた。③承

認;どちらの企業でも，承認は本社によって行われていた。さらに，多角化

企業では，投資プロジェクトのための予算は，事業部が必ず順守しなければ

ならぬ「契約」として理解されていた。一方，垂直的統合企業では，本社も

「定義」および「促進」行動に深く関与しているために，予算を契約として

理解するようなことはみられなかった。

このように，垂直的統合企業では， より集権的な資源配分行動がとられて

いるのに対し，多角化企業では，ボアーのモデノレと一致した行動がとられて

いる。すなわち，部門が「定義J，事業部が「促進J，本社が「承認」の行動

をそれぞれ担当している。アーカーマンのこの研究結果は，ローシュ&ア

レンの「組織成果の高い垂直的統合企業においては，本社はより多くの意思

決定に関与し，それが高成果につながっている。」としづ研究結果とも一致

するものである。

(3) ピッツ，およびチャンドラーの研究

ピッツは，多角化大企業を，内的成長により多角化した企業(以下，単に

「多角化した大企業」と略記する)と直接投資ではなく他企業との合併・買

収により多角化した企業(以下， Iコングロマリット」とよぶ)とに区別し

両者の差異を第6図のように整理した。

多角化した大企業では，本社スタップの人数はより多く，事業部聞で資源

の移転はより頻繁に行われ，業績評価はより主観的である。要するに，多角

化した大企業は，事業部聞の資源共有度が高いという点に強みを持つ組織と

いえる。これに対して， コングロマリットでは，本社スタップの人数は少な

く，事業部聞での資源の移転はより少なく，業績評価はより客観的である。

コングロマリットは，多角化した大企業とは反対に，意識的計画的に資源共
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内的成長によ，
る多角化戦略、

資事源業部共有門大の

多い

多い

主観的

経済学研究第31巻第2号

第6図経営戦略と組織構造

経営戦略

組織構造

(1) 本社のスタッフの人数

(2) 事業部門の資源の移転

(3) 事業部長の業績評価

→合併・買収によ
る多角化戦略

資事業部有門の
源共小

少ない

少ない

客観的

(出所〉 ピトッツ， 1977， p. 199. 

有の機会を放棄する。しかし 合併もしくは買収により，コングロマリット

は，新しい事業分野における専門能力をもった経営管理者を事業部長として

吸収でき，彼らに高い自律性，財政的援助，訓練の機会，事業部目標等を与

えることができる等の利点を持っている。

このように，多角化した大企業の内的成長戦略とコングロマリットの合

併・買収による多角化戦略とは本質的に異なっており，この両戦略を同時に

採用している組織を見い出すことは困難である。また，多角化した大企業の

組織構造とコングロマリットの組織構造とは，根本的に相違しており，両者

の中間的な組織構造は存在しなし、。

第7図は，ピッツによって調査された21の大企業の本社技術スタッフの

人数を示したものである。これによれば，年間売上高 1億ドル当りの技術ス

タップの人数は， コルト・インダストリーズ Avco等のコングロマリット

を含む14社では5人以下であり ヒューレット・パッカード等の多角化し

た大企業を含む7社では20人以上と， 2極分化している。

チャンドラーも，多角化した大企業とコングロマリットの管理システムの

比較を試みている。第3表は，それぞれ5社ずつの多角化した大企業とコン

グロマリットの全社的オフィスの人員の数と，機能別のタイプを比較したも

のである。 これによれば， rコングロマリットの全社的オフィスの規模が，
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第7図 多角化戦略と本社技術スタッフの人数
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2三20人

〔多角化した大企業〕
Airco 
CorningGlass Works 
Hewlett-Packard 
Koppers 
Owens-Corning Filberglas 
Rohm andHaas 
Yi土

30 

三三5入

Cコングロマリット〕
Akzona 
Alco Standard 
AMF 
Colt lndustries 
Dart lndustries 
lndian Head 
Walter Kidde 
National Distillers 'and Chemical 
Northwest lndustries 
SCM 
Scoville 
Whittaker 
Avco 
X社

(出所〉 ピッツ， 1977， p. 205. 

多角化じた大企業のそれに比べてかなり小さいことがわかる。総括経営者の

数は，ほとんど同じであるが，財務，法規，人事，企画，広報の管理者が多

角化した大企業に比べてかなり少なし、。またコングロマリットは，内部統制

組織がずっと小さく，マーケティング，製造，購買，運輸，研究開発といっ

た基礎的部門に至ってはスタッフが全くいないか，非常に小人数である。」

パーグは，コングロマリットの実態分析の結果を次のように整理じてい

る。コングロマリットは，多角化した大企業よりも，より多様な戦略を展開

し，より分権的な資源配分のプロセスを有していると同時に，また，多様な

戦略・事業を統合するために，戦略的計画，集中的現金管理シスム， MIS等
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第3表多角化した大企業とコングロマリットについての組織上のデータ

多角化した大企業 コングロマリット
会 社

~ 悔 ネ土 4 手土
Y 会

手土 5 社

ベボイ X 総 平 ガキ リ リ ア 総 平
ノレ ン ノレ

キン グカ‘ フデア
ヅ

ソ
イ tン

ス
デウノレ ウ

ト ト
イ オ コニ 〆ー、
ヅ フ ス W ジロ
タナン タ J ン

機 官告
ン ¥J ヤン

社社社社計 均 社 社社社社社 計 均

全般的経営者 4 16 4 お 4 H 26 

財 務 2& 61 1U1 144 33~ u 5&2 22 29 91 106 256 51 

(そのうち宇部書)
制に従事る (10) (36) (78) (107) (231) (58) (4U) (6) (12) (8) (38) (m (113) (23) 
法務関係 4 10 22 (2 7& 20 92 7 66 &5 17 
人事管理 11 6 20 25 62 16 90 2 10 加 36 7 

研究開発 5~ J 30 139 232 555 139 1，012 。
マーケティング 5 34 39 10 101 

製 造 11 3 190 。 。
広 報 16 32 (5 28 
購買及び運輸 10 33 4 48 12 30 2 
全社的企画 3 3 2 14 4 T 26 

総計 1126 '223 36( 476 1川 29712，17311 u 羽 H 125 2uい591幻
(出所〕 チャンドラー， 1981， p. 73. 

のより精微な管理システムを保有している。これら管理システムを通じて，

コングロマリットの全般的経営者 (1経営者の中の経営者」といえる)は，

合併や買収により吸収した優秀な経営者を事業部長として配置し動機づけを

行っている。 1960年代のコングロマリットの成功は，これら管理システムの

有効性に大きく依存するとしている。

(4) ウィリアムソンの研究

上記の諸研究は，主として多角化大企業における資源配分活動の解明を目

指したものであった。これに対して，ウィリアムソンは，多角化大企業にお

いて，組織形態が異なるにつれて資源配分の帰結である経済性がどのよう
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第8図職能別組織と事業部制組織

に異なるかを明らかにする目的で本研究を行った。分析された組織形態は，

①職能別組織 (U型構造)，②事業部制組織 (M型構造)，③持株会社型組織

(H型構造)の 3つである。

まず最初に，①職能別組織と②事業部制組織との比較を行い， r職能別組

織では，多角化大企業の長期にわたる戦略的計画や経営資源のシスティマテ

ィックな配分を行うことは困難である。」ことを示した。「その理由は， トッ

プ・マネジメ γ トに日常的な業務上の責任の負担が大きくかかりすぎるから

である。ほとんどすべての会社において，最高経営委員会は，社長に加えて

職能別部門の副社長達で形成される。この副社長は，生産担当，販売担当，

資材担当， 財務担当， 研究開発担当などからなる。 これらの人々はそれぞ

れの部門の日々の営業上の政策に関する大部分の意思決定をなさねばなら

ず，したがって将来計画や経営資源の配分にさく時聞はほとんどなし、。さら

に加えてこのような重要な活動を行うにあたり，彼ら職能部門担当副社長達

は，経営資源の配分を職能的な観点からみがちになる)。」これに対して， r事

業部制組織の総括経営者は， 日常の運営責任から離れ，そのかわり，各事業

部の業績評価，長期戦略の立案，戦略に即した資源配分の任務に時間をあて

ることができる。全社スタップは，事業部に対し助言を与え，かつ監査し，

総括経営者を補佐する。さらに事業部制組織では，誘因機構を通じて，総合

本社と事業部長との聞の目標の統合をはかり易い。」

次に，②事業部制組織と，③持株会社型組織の比較が試みられた。持株会

社型組織も，事業部制組織と同様に，収益性の低い事業から高い事業へのキ
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ヤッシュ・フローの振り替えを行うことが可能である。しかし，持株会社型

組織は，戦略的計画や内部統制のために必要な情報を保有せず，経営管理活

動も行わず，効率的な資源配分の変更は不可能であることを明らかにしてい

る。

以上の検討結果より，彼は，多角化大企業においては事業部制組織が最も

有効な資源配分を行い利益の最大化を可能にする組織形態であると結論づけ

ている。特に，事業部制組織が持株会社型組織よりも有効な形態であるとい

う彼の結論は，資源配分を変更し利益の最大化をはかるためには単に組織形

態の変更だけでは決して充分でないことを示唆するものであり重要である。

なぜなら，組織形態の変更には，戦略的計画設定，組織内の誘因と統制のメ

カニズム，短期的業務決定を事業部に委譲するようなマネジメント・スタイ

ル等が伴わなければ充分ではないからである。すなわち，タスク環境に適合

した管理システムが必要であるからである。

(5) ロレンジの研究

ロレンジは，資源配分過程としての公式的計画設定システムの分析行動を

組織状況との関連において体系的かつ実証的に分析した。

企業の資源配分過程は， r戦略」や「組織特性」によっても規定されるが，
特に「経営者の志向性と価値観によって明示される組織状況」によって最も

大きく規定されると彼は主張する。これは，資源配分過程の中でも戦略的要

素の強い拡張投資計画システムの分析行動の場合に，特に，はっきりと現わ

れるという。

以上のような観点に立ち， r効率的な拡張投資計画設定システムは， その

組織状況に適応した分析行動がとられる。」という一般的仮説を提示した。

この仮説を構成Lている変数聞の関係は，第9図に示されている。調査対

象システムは，ハーバード経営大学院のデータ・パンクに登録されている米

国の製造会社87社のシステムである。「経営者の志向性と価値観」→「拡張

投資計画設定システムの分析行動」→「システムの有効性」の 3概念聞の関

係が，得られたデータtこ回帰分析および因子分析を加えることにより解析さ



経営管理γステムの環境適応小島 167 (443) 

テ

調

ン

ト

一

一

ス

被

レ

z

一

一

性

シ

る

ト

リ

一

一

効

定

す

長

プ

一

一

有

設

対

成

γ

一

一

の

画

に

の

コ

一

一

ム

計

性

知

益

的

度

一

一

テ

資

効

認

利

視

程

一

-

ス

投

有

の

前

直

の

一

一

シ

張

の

者

引

題

消

一

一

拡

ム

査

税

ド

問

解

一

ル

1

1

1

1

I

l

l

i

b

-

-

-

-

テ

一

一

程

パ

用

の

の

の

一

モ
一

ν

一

慮

度

・

適

分

ト

と

一

初

一

位

動

一

考

度

程

一

の

成

ク

算

動

一

市

町

究

一

設

一

行

一

の

程

慮

ロ

度

ン

タ

度

エ

予

行

一

乍

一

一

値

慮

考

フ

程

ヨ

一

用

ジ

間

善

一

引

ジ

一

一

噛

湘

一

価

考

の

・

慮

シ

デ

性

汎

ロ

期

改

一

よ

↑一一員
rz
一

聞

の

好

ユ

考

一

る

向

の

プ

・

の

一

レ

一

讃

ゆ

一

時

性

選

シ

の

レ

れ

方

程

資

画

程

一

岨

一
t
d
一

の

実

ク

ツ

ン

ユ

さ

の

過

投

計

度

過

一

宇

一

張

テ

一

一

一
E
R
一

幣

確

ス

ヤ

一

ミ

析

析

析

張

期

合

析

一

n
F

図
↑
虫
J

一
貨
度
不
リ
キ
タ
シ
度
分
数
分
分
拡
長
統
分
一
日

命

日

一

一

・

・

・

・

・

・

一

一

一

一

つ

ο

第

i
l
l
l
i
-
-
J
i
d
l
i
l
i
-
-釘

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1ーー
ー

ー

ー

ー

ー

l

l

1

1

1

見

性

グ

消

ト

り

の

る

向

臨

向

ン

解

ク

よ

能

よ

志

ジ

削

志

イ

ト

リ

に

技

に

度

務

ン

苅

発

テ

タ

フ

練

・

験

要

財

レ

U

開

ケ

リ

γ

訓

識

経

重

・

戸

税

究

一

ブ

コ

の

知

の

の

産

同

研

マ

γ
的

者

る

者

能

生

町

五

の

の

コ

視

計

れ

定

技

の

拐

肝

者

者

性

的

直

設

さ

度

設

・

者

日

詞

営

営

向

制

題

消

画

得

要

厨

識

営

齢

経

経

志

強

戸

川

解

寸

習

重

寸

知

経

性

れた。

この分析の結果， 全体として， J二記の一般的仮設:r効率的な拡張投資計
画設定システムにおいては，その組織状況に適応した分析行動がとられる。」

は支持された。さらに，次のような示唆的な調査結果も得られた。経営者の

R&D志向性が高い組織ほど公式的分析方法の適用度は低し、。コンフリク

トが強制的に解消されることが少ない組織ほど拡張投資計画設定システムは

より精轍になる，コンフリクトが問題直視的に解消される組織ほど拡張投資

計画設定システムはより精綴になる，および，経営者の生産・財務志向が高

い，すなわち経営問題が複雑な組織ほと、公式的分析方法の適用度は低い。

ロレンジの本研究は，以上述べてきたことからも明らかなように， r状況
的システム設計理論」を採用し，経営者の志向性と価値観によって明示され

る組織状況と，拡張投資計画設定システムの分析行動との聞の相互関係を分

析する点に斬新さが認められる。

{61 ロレンジ&バンシルの研究

ロレンジ&パンシノレは，企業の戦略的経営計画を設定し，さらに発展さ
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せていくために必要な手順を組織状況との関連で具体的に分析した。彼ら

は，戦略的経営計画システムを設計する際に考慮すべき要因として，①組織

目標の伝達，②目標の設定方法，③全社レベルで、の環境予測のポイント，④

部門管理者の関心，⑤企画担当者の役割，および⑥期間予算との関連，の6

つを挙げている。さらに，小企業と大企業それぞれについて，これら要因を

どのように設計すべきかを論じている。小企業と大企業は，その企業が主に

単一業種かあるいは2業種以上に携わっているかによって区別されているo

第4表は，彼らの分析結果を要約したものである。あまり多角化しておら

ず，職能別組織の小企業(または多角化の大企業の 1製品事業部)では， ト

ップ・マネジメントが企業の将来についての戦略思考にあたる。こうした小

企業では，計画設定に関係する経営者あるいは管理者は小人数であるため，

思考活動をシスティマティックに行うための正式な手続を決める必要はほと

んどなし、。むしろ，戦略的経営計画の設定の際の焦点は，戦略を実施に移す

ための革新的な実行計画を作成し，検討することに置かれる。経営計画設定

のシステムはこの点を考慮したものになる。また目標設定はよりトップ・ダ

ウンであり，期間予算との結合は緊密であり，企画担当者は各部門にまたが

第4表戦略的経営計画システム設計の際の考慮要因

組 織 状 況

考 慮 要 因 大 :iE: 業
企 業

計が画設期定システ I計が画設熟定システム
ム初の段階 成した段階

1 組織目標の伝達|明示されない|明示されない|明示される

2. 目標の設定方法| トップ・ダウン|ボトム アップ|交渉による

3 全社レベル?の環|戦
境予測のポ ント l格 的|統計分析的!統計分析的

4. 部門管理者の関心|財 務 面|財 務 面|戦 略 面

5. 企画担当者の役割|分 析 者|連 結 者|調 整 者

6. 期間予算との関連|緊 密 lゅ る 密

(出所〉 ロi レンジ&パンシル， 1977， p. 150. 
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る計画の分析さらには外部環境の把握に大きな役割を果たすことになる。

一方，彼らによれば，いくつかの事業分野で活動し，製品別事業部制を採

用している企業では，正式な戦略的経営計画設定の手続を開始すること自体

が困難な仕事である。最初の 1~2年聞は，事業部長の計画設定能力を育て

るための投資の期間であると考えられるべきである。組織全体ですぐれた計

画が設定されるようになるためには システムが成熟するまで待つ必要があ

る。ひとたび成熟したシステムは大変価値あるものであり， トップl ・マネジ

メントと事業部長の双方が，適切かつうまく調整された戦略的決定を行うた

めの助けとなると主張する。

2. 予算管理システム

予算管理システムは，企業の全ての活動を包含・統合する性格を有し極め

て重要な管理システムである。したがって，今日では，ほとんどの企業にお

いて採用されている。

この予算管理は，①予算編成，②予算の実行，③業績評価，④分析と報告

の4つの過程から成り立っている(第10図参照)。以下二れら 4つの過程に

第10図予算管理プロセス
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ついて概説する。

①予算編成;本過程の最も重要な特徴は それが組織的意思決定の過程で

あることであるO 第11図に示されるような最終的な予算決定に到達するま

での予算編成の過程は，問題の性質と状況しだいで相互に葛藤する多数の下

位単位の調整を計り，一定の手I1頂に従って企業全体の目標を配分し，下位単

位とその構成員を動機づけ，下位単位相互間でコミュニケイションを行う過

程である。

②予算の実行;予算が決定されると，それぞれ関係する下位単位に伝達さ

れ，予算期間の開始とともに実行に移される。予算の実行にあたっては，そ

の統制機能を発揮できるような組織・制度・規定・手続をあらかじめ整備

し，予算目擦を達成できるようにしなければならなし、。

③業績評価;予算の実行にともなって責任中心点(費用中心点，利益中心

点あるいは投資中心点)である下位単位ごとに実際原価および(あるいは)

実際収益が測定・記録される。この実際の業績と，①の予算編成で得られた

第 11図一般的な予算編成過程

コントロ
各部門 予ーラ算一部課 予算委員会 常務会 取締役会

編具成体方的立針案の 発編成方針案

A 

編成方定針
決

部の門作予算案成

部の門予調算整案

予算決定

総の合予編算成案 総部審合門予予算算議の・

(出所〉 藻利編， 1967， p. 289. 
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予算とを比較・検討することにより責任の中心点の管理者の業績が評価され

る。

④分析と報告;各責任中心点別の予算差異が分析され，経営者への予算報

告書が作成される。さらに重要な予算差異を生じた原因の調査，およびそれ

に基づく適切な是正措置がとられ式

以上の説明からも明らかなようにγ 予算管理は本質的に経営管理活動その

ものであり， 予算管理は予算を通じて行われる経営管理 (management by 

budget)といえ宮。

この予算管理に関しでは，その重要性により，多くの研究報告がなされて

きた。しかしながら，従来の研究の大部分は，予算管理の組織あるいは予算

編成手続の一般的フレームワークを論じたものであるか，あるいは予算管理

の実態を個別に紹介する事例研究のいずれかであった。予算管理システムを

タスク環境との関係において実証的に分析した研究は，ヨミなものとして，次

に考察する 3つの研究があるだけであZ)。
(1) 小林・辻の研究

本研究は，わが国の 13業種38社の大企業を直接の資料として，組織状況

と予算管理システムの類型化を試みた最初の研究で、あり，この分野の先駆的

な研究である。

具体的には， 第12図に示す

ようなフレームワークで，予算

管理システムの構成要素(編成

方針，予算体系，業績評価，報

告書等)が，企業の構造的特性

(規模，多角化の程度，生産方式，

技術的生産形態， 販売方式)， 

組織構造(職能別組織，本部制

組織， 事業部制組織)， および

第12図 小林・辻の研究のフレームワーク
glVen 

(企業〉

glven 

利益責任システムにより，いか (出所〉 小林・辻， 1972; p. 101より作成。
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に影響されるかが検討された。

まず，組織構造および利益責任システムにおいて種々の類型が抽出され

た。次に，これら類型が企業の構造特性によって規定される関係が分析さ

れ，予算管理システムに関しては，プランニングの時間的側面(予算期間，

下位期間，計画作成時間)およびコントロールの側面(実績把握および報告

システム)は，一般的に各社共通した形態をとっていることが示された。一

方，予算作成システムは，担当事務局の組織，組織構造，利益責任システム

と深く関連していた。例えば，購買・製造・販売・財務の各予算において，

それぞれ重要な意思決定項目が，組織のどのレベルで、立案され，調整・決定

されているかを示す分権化・集権化についての調査結果は次の通りであっ

た。 (1)職能によって分権化，集権化の態様が相違する。すなわち製造職能に

関する決定が最も分権化されており，以下，販売，購買，財務の 11顕であっ

た。 (2)組織構造と企業の構造特性が集権化・分権化の態様に与える影響度

は，多角化が最も強く，つづいて組織構造，生産方式，技術的生産形態，規

模の順であった(第13図参照)。

(2) スウィリンガ&モンカーの研究

本研究は，経営管理者の
第13図諸要因の分権化，集権化へ

予算行動が組織状況によっ の影響度(レンジ〉

て規定される程度，すなわ

ち，予算行動の性質・内容

がある特定の組織状況下の レO.3 ~ (0.30) 
ン

予算システムのオペレイシ 、ン

ョンに規定される程度を，
実O.2 
き

第 14図に示されるような さ 0.1I 1(0.10) 

モデルで、解析したものであ
32) 

組多 規生技生る。

織構造 品月化 模 産方式 器問的産形態
調査対象組織としては，

ある米国の国際銀行が選ば 〔出所〕 小林・辻， 1972， p. 105. 
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第14図 スウィリンガ&モンカーのモデノレ

組織状況 予算行動 組織成果

*職位 I 1*積極参加的行動
24ぶ説話|→|問中代表的帯 |→1*財務的業績
*職務の明瞭性 器用棚慨牡別1J靭

*規模 I I点員己主言問動I1*職務満足
〔出所〉 スウィリンガ&モンカー， 1972， pp. 194-205より作成。

れ， 26人の支庖長を対象に質問紙法により調査された。まず，各支庖長につ

いて， r職位j，rリーダーシップj，r組織への信頼度j，r職務の明瞭性j，

「職務満足j，r職務中の緊張感」という 6つの職位ならびに態度変数が測定

され，さらに各支庖ごとの「規模」ならびに「組織成果」が測定された。次

に， 65項目にわたる予算行動変数が測定され， 因子分析により， r積極参加

的行動j，r熱中代表的行動j，r消極犠牲的行動j， および「無関心容認的行

動」の 4つの因子にまとめられた。

分析の結果 4つの々イプの予算行動は，多くの職位ならびに態度変数と

相関関係があり，その程度に差異が認められた。たとえば r積極参加的行

動」をとる支庖長達は，他の3つのタイプの行動をとる支庖長達よりも，

「より長い任期j，そして「組織へのより高い信頼度」を示した。さらに支庖

長の「職位」ならびに「当該支庖での職務経験年数」も，予算行動に関して

重要な変数であった。

本研究結果は， 予算行動が， r職位j，r態度j，r規模」等によって表わさ

れる組織状況に大きく規定されていることを示している。

(3) フソレンズ&ウォーターハウスの研究

彼らは，経営管理者の予算行動が組織構造によって条件づけられる程度を

明らかにするために， 第15図に示されるような基本的仮説を提示した。本

研究においては，組織構造は，組織規模，技術等の組織状況によって条件づ

けられ，そして予算行動は，この組織構造によって条件づけられるものとし

て分析されている。なお， 第四図の「コントロール・システムの複雑性」

は，予算統制に含まれる財務変数の多さと基準の設定が行われる組織階層の
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組織状況

*起源
*規模
*技術
*依存関係

(出所)

経済学研究第31巻第2号

第15図 ブノレシズ&ウォーターハウス研究のモデノレ

組織構造 1 ，→|コントローノレ・シし， 1 予算行動
'1ステムの複雑性 1 1 1 

一→I~活曹の構造化 1-1' ， 1→1*管理的予算行動
*権限の集中化 1-1， I1 
=集権化 1 1 ，1認知された 1 1 1 
=自律性 1 '→| コントロール 1-'1 *対人的予算行動

ブルンズ&ウォーターハウス， 1975， p. 181. 

低さを示し， r認知されたコントロール」は，経営管理者が予算に対して及

ぼしうる影響力の総量を示す。これら 2変数は，組織構造と予算行動を媒介

する変数である。予算行動は，予算が組織目標の達成にあたっての有効性の

程度を示し，行動の量，行動の種類，行動の質および職務満足によって測

定・分析されている。

一般に，組織行動に影響を及ぼすための重要な手段としては， リーダーシ

ップ(対人的コンタクト)および組織構造(分業，権限配分等のパターン)

がある。本研究は，組織構造というフォーマルな特性と予算統制との聞の関

係に特に焦点を合わせている。この点は，対人的変数と予算管理との相互関

係を検討した，先のスウィリンガ&モンカーやホプウッドの研究とは対照

的である。

本研究において，調査は 25組織の 84人の管理者を対象に行われ，全体組

織を分析単位として解析された。調査結果は基本仮説を概ね支持し，予算行

動について組織聞に重要な差異が存在することを明らかにした。すなわち，

構造化の程度の高い組織の経営管理者は， より大きな影響力をもっていると

自ら考える傾向があり，予算計画により多く参加し，そして予算行動により

満足している傾向がある。他方，権限が集中している組織の経営'管理者は，

一般に少数の財務項目にしか責任を負わず，上司からの圧力をより強く意識

し，予算を有効かつ弾力的なものとは考えない傾向がある。しかし，上司達

の予算の活用には満足している傾向がある。

調査結果は，さらに，組織規模と技術という 2つの状況変数が活動の構造

化の程度と有意な関係にあることを示した。
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3. 統合メカニズム

組織は分化した下位単位の役割や行動を統合するための種々のメカニズム

を展開している。統合としづ経営管理活動は，相互依存的な役割や行動を全

体として統一あるものとする調整と，実績を計画に一致せしめる統制の両活

動を含んでいる。本項では，統合メカニズムをタスク環境との関連で分析を

試みている研究について考察する。

(1) ローレンス&ローシュの研究

彼らは，組織を設計するにあたっては，分化と統合が考慮されなければな

らないと主張する。分化とは，異なる職能部門の管理者たちの間にある認知

的ならびに感情的な志向性の相違と定義され，①目標志向性(製造か，市場

か， 'f'1学技術か)，②時間志向性(短いか，長いか)，③対人志向性(タスク

志向か，人間関係志向か)，④構造の公式性(低いか，高いか)の点で差が

あることとする。一方，統合とは，環境の要求によって活動の統ーを求めら

れる部門間の協働状態の質と定義され，①統合メカズム，②統合行動(統合

のパターン， コンフリクト解消における影響力の分布， コンフリクト解消の

型等)によって示される。この統合は，まずタス，グ環境の不確実性に依存す

ると考えられる。さらに統合はまた，組織の分化の程度に依存すると考えら

れる。その理由は，部門間の差が大きくなるにつれて，有効な協働状態を達

成することがより困難になるからであると彼らは考えた。

コンテナー， 包装食品， プラスチックの 3つの産業の 10組織を対象とす

る詳細な調査を通じて得られた本研究結果は， r有効な組織は環境の不確実

性が高まるにつれて，組織内の機能をより分化させると同時に，より質の高

い統合メカニズムおよび統合行動を展開している。」ことを明らかにした

(第5表および第16図参照)。たとえば，過去 20年間の新製品比率が零と環

境不確実性が低〈かつ分化の程度も低いコンテナー産業では，統合メカニズ

ムは，主として規則と階層で，直接コンタクトは最少|浪におさえられてい

た。統合行動に関しては，統合パターンは上司対部下中心で，階層的影響力

は上に高く下に低いピラミッド状に分布し(つまり集権的で)，販売部門が
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第5表環境の不確実性と統合メカニズムおよび統合行動との関係

I ~/TT-~~ I ~~~~~~ I プラスチックコンテナー産業|包装食品産業 産 業

過去20年間の新製品比率 0.0% 蹴 3務

分化の程度|低 い|中程度!高 い

規 則 規 員リ 規 員日

階 層 階 層 階 層
統合メカニズム 目標設定 目標設定 目標設定

(管理システム〕 直接コンタクト 直接コンタクト 直接コンタクト

タスクフォース チ ム

統 メ口斗 者 統合部門

全般管理者に対する専門統
合職員の人員比率

統合のパターン

コンフリクト解消における

階層的影響力の分布

コンフリクト解消において

強い影響力を有する単位

コンフリクト解消の型

0.0% 

i上司部下l対 1
m22%  

同僚間1対 1 Iチーム方式

上lこ高く下に低

いピラミッド状|一様に分布 l一様に分布
に分布

戸二部川昭;iと門統合部門
|問題直視!問題直視|問題直視

(出所〉 ローレンス&ローシュ， 1967，ガルプレイス， 1977， p. 177より作成。

言さr
I司

第 16図階層的影響力の分布

影
響
力

低

包装食品

コンテナー

ロワートップ ミドル

管理階層

(出所〉 ローレンス&ローシュ， 1967， p. 143. 
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強い影響力安行使し，問題産量のコンブりグト解消な行つ℃いた。一方9 新

製品比率が35%と環撲不確実性が高くかっ分化の程度も高いプラスチック

産業では，規反日，階層， 筏標設定に加えてチームや統合部門といった水平的

隣係も広範に利用され，全般管理者に対する専門的統合者の割合は給%にも

及んでいた。統合パターンはチームガまたであり，舗展的影響は…様に分布し

〔つまり分権的で，)，統合部門が強い影響力を行使し，時題麗授のコンブ Pタ

ト解消を行ってし、た。

(2) グアン・デ・ベン他，およびカンドワラの研究

ヴアン・デ・ベン他の研究は，組識の各部F切に規則，計画設定，階層，

水平的チャネル，非定難的会議，定期的会議等の様々なメカニズムなどの程

変利用しているかを測定し，調整メカニズムの特伎を務らかにした}。

設等は，大規模な1'1i立職業安定局の 197の作業単位:を分析し，

非常に頻繁
号

s 

? 

告を
6 

用

JP.議 5 

度
4 

3 

2 

全然なし 1

第17図

-、、

〆

低

、、

/ 
/ 

/ 
/ 
/ 

と議室襲メカ ι ズムの関係

一一洋定期的会議

ノ7l<iJ!.的チャネル

，ぜ三/自十 段i
規則

階 j議

//，， A~~~慾締約会議議

，.. 

ヰ3 高

タスク環織の不言警災性

〈出所〉 ヴァン・ T'ベン他， 1977， p. 329. 
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結楽を得主こ(第 17隠参熊)0 (1)タスグ環境の不確実性が高まるにつれて，水

平的チャネルおよび定期的・非定期的会議はより若手く科用さされるようにな

る， (2)タスク

なる， (3)階層

かわらず，

まるにつれて，規則と計闘は料用されなく

ャネ/けにタスク環境の不確実伎の高{訟にか

されている。この鱈磨女通 ャネノレ

は殻大I鍍科刻され，必要に応じてf訟の調整メカニズムによって補完されるO

(4)組織は全ての調整メカニニズムを利用する O 規慰や計画設定のような事前的

謂整方法と，水平治チャネノレや会議のような必要に応じた鰻整方法との聞に

は代接的な関係にあるが，各メカニズムは他のメカニズムにとって代わるも

のではなく紡織の欝繋メカニズムのレパーリーを増加させるものであった。

各総織は，一定の調整メカニズムのレパ-9…を有し， どれが科用されるか

はタスク環境の不確実性に規定されていたの

カソドワラは，組犠の寵訴している市場競争を母錨格競争，②流還競争，

窃製品競争に分類各競争が標準原鎖計算・統計的品費管理法等の統制技

法の使用頻度に及ぼず影響を分析してし、る。米湿の製造業92社を対象とす

る調査結果は次のをおりであった。(1)市場競争全体が激しくなるにつれて，

各種統鋭校法はより頻繁に使用されるようになり，意思決定もより分権化さ

れるようになる。坊この傾向は，市場競争が価格や流通による場合よりも

製品機発による場合により蕗苓であるの

以上検討してきた研究は，いずれも環境の不確実性が高まるにつれて，組

織はより繋の高い統合メカニズムおよび統合行動た授開し球機に瀦応、してい

ることな示している。

4. 業績評倒システム

業綴評価システムとは， され，評価され，それに藤づいて報

酬が支払われるシステムで、ある。この業績評錨システムは，先に検討した資

滋配分システム，予算管理システふおよび統合メカニズムと密接に関連して

いる。本項では，主として経営者あるいは管理者〈たとえば事業部長〉

綴評価システム念タスク環境との関連で分析した研究成楽について考
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る。

ごーグによれば， コングロマリットは，経営管理者達をより効率的に調整

するための形態としてよりも，むしろ，経営管理者を報酬に基づいてより強

く動機づけるための業績評価に適した形態である。コングロマリットにおい

ては，子会社間の相互依存性および協働の必要性はなく，経営管理者には財

務的業績に基づいて報酬が与えられる。この報酬は，通常，ストック・オプ

ション制度等の形態をとる。このため，子会社の経営管理者は， 危険を冒

し，短期的視野だけでなく長期的視野を有し，子会社と本社の目標のノミラン

スをはかろうとするのである。協倒Jは子会社にとって引き合う場合にのみ行

われるのである。

ローシュ&アレンは， コングロマリットと垂直的統合企業の業績評価シ

ステムの比較を試みている。

コングロマリットにおいては，事業部長の報酬はアプリオリな目標に照ら

して決定されている。すなわち，報酬は最終或果に結び付けられている。報

酬の資金源泉は予算と比較される事業部利益に求められる。他方，垂直的統

合企業においては，事業部の業績評価は，よりインフォーマルであり，利益

とは必ずしも結び付いてはいなし、。事業部長の賞与を決定する公式もなく，

年末奨励給も経営者の自由裁量に任されている。

コングロマリットでは，最終成果が重視されるのに対し，垂直的統合企業

では，最終成果と中間的な業務上の測定値，さらにはインフォーマルな測定

値も利用される。この理由として， コングロマリットは，組織内での原因分

析を容易にするような白己充足単位(事業部等)を有していること，タスク

環境がより多様であるため意識的・計画的により明示的な最終成果を測定し

ようとすること等があげられる。一方，垂直的統合企業に関しては，外部環

境の不確実性が低く，生産技術の複雑性も低いために，多様な測定が可能と

なることが，業績評価システム上の多角化企業との違いの原因として挙げら

れよう。このような事情からコングロマリットでは，最終成果が金銭的報酬

と結びつくのに対し，垂直的統合企業では結びつかない場合が多し、。
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以上概観してきた研究成果を総合するると，タスク環境および組織構造が

異なるにつれて業績評価システムおよび業績評価行動が異なってくることが

明らかとなった。今後はさらに，タスク環境一組織構造・業績評価システム

一業績評価行動一組織成果との相互関係が体系的に分析される必要がある。

本節では，管理システムを資源配分システム，予算管理システム，統合メ

カニズム，業績評価システムの 4つに分け，従来の研究成果を詳細に検討し

てきた。これらの検討を通じ， 1(1)タスク環境および組織構造が異なるにつ

れて，組織の管理システムおよび経営管理活動は異なってくる。 (2)組織が有

効であるためには，管理システムおよび経営管理活動はタスク環境および組

織構造に適合していなければならない。」という結論が引き出され得る。

1)チャンドラー， 1962:訳書， pp. 123-170参照。

2)経済学や心理学においては，管理システムだけでなく組織構造の重要性も無視され

てきた(コッター， 1980， p. 299)。

3)管理システムは，パーソンズやアンソニーのように，経営管理の水準の観点による

区分も可能である。パーソンズによれば，組織内の管理のレベノレには，制度的，組

織的および技術的レベルの3つがある。制度的レベルは，組織と環境との相互関係

に関するものであり， 組織的レベルは，技術的レベノレをコントロールし， かつサ

ービスを与えるものであり，技術的レベルは，組織のアウトプットである財貨・サ

ーピスをつくりだすサブシステムである。この3つのサブシステムは，アンソニー

の戦略的計画設定，マネジメント・コントローノレ，およびオベレイショナノレ・コン

トローノレにそれぞれ対応していると考えられる(パーソンズ， 1960， pp. 16-96，ア

ンソニー， 1965)。さらにまた， 管理システムは， 処理されるデータの種類の観点

より，生産システム，販売システム，財務システム等の区分も可能である(ローラ

ー， 1976， p. 1284)。

4)サイアート&マーチ， 1963:訳書， pp. 167-185参照。

5)経営管理論以外の分野においても，サイアート&マーチのモデノレは適用されてい

る。たとえば，アリソ γ (1971)は，キューパ・ミサイノレ危機の分析にあたって，

合理的行為者モデノレ(第1モデル〉では説明できない多くの行動が，サイアート&

マーチのモデノレ(第2モデノレ〕によって，より効果的に説明可能であるとしてい

る。

6)アハロニー， 1966， p. 35参照。

7)カーター， 197丑参照。

8)ボアー， 1970参照。
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9)アーカーマン， 1970参照。

10)ローシュ&アレン， 1973， p. 166参照。

11)バーグ， 1969， p. 112参照。
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12)チャンドラーは， 1コングロマリットは，製品の多様化の戦略を関連分野にむけて展

関することで存立し成長を続けてきたので、はなくて，技術面でも市場面でも関連性

のない分野の合併や買収を(直接投資ではなく〉やることによって存立する企業で

ある。」と定義している〔チャンドラー， 1981， p. 72)。

13)ウエストン&マンシンカ(1971)は，コングロマリットを，①1960-1968年の間

の総資産の増加額の20%以上が合併や買収によるものであること，②3桁 SIC産

業分類の 10以上の産業〔もしくは2桁 SIC産業分類の5以上の産業江に多角化し

ていること， という 2つの基準を満たしている企業と規定し，全部で63f土を挙げ

ている。このピッツの研究で取り挙げられている AlcoStandard， Colt lndustries， 

Dart lndustries， lndian Head， National Distiller and Chemical， Northwest 

lndustr児島 SCM，Whittaker， Avcoの9社も，そのリストの中に入っている。

14)チャンドラー， 1981， p. 70参照。

15)パーグ， 1969， pp. 112-120参照。

16)ウィリアムソン， 1975， pp. 132-175参照。

17)チャンドラー， 1981， p. 69. 

18)チャンドラー， 1981， p. 69 

19)チャンドラー， 1981， p. 68 

20)ここで持株会社型の組織とよぶのは司令部をなすユニットと，これとは分離した事

業を営む諸部分とのあいだの統制がかぎられていて，しばしば非系統的であるよう

な，緩い形の事業部制である。したがって，各事業部は，弱い管理構造のもとで高

度の自律性を享受する(ウィリアムソン， 1975:訳書， p目 238)。

21)ロレンジ， 1973 なお，このロレンジの研究の詳細にかんしては， 小島， 1978参

照。

22)ロレンジ&パンシノレ， 1977参照。

23)ロレンジ&バンシノレ， 1977， pp. 149-150参照。

24) 1941年の米国優良企業31社の実態調査(ホーノレデン他， 1941)によると，約50%

の16社が採用していた。 1958年の別の調査(ソード&ウェノレシュ， 1962)によ

れば，調査対象424社のうち404社(約90%)が全般管理のために予算を採用し

ている。一方，わが国では， 1971年の成長企業132社を対象とする日本学術振興会

の調査(細井， 1975， p. 52)によると， 126社(約95.5%)が採用していた。同じ

年の日本生産性本部の調査〈津曲・松本， 1972， p. 29)によれば， 307社のうち

275社〈約89.6%)が総合予算制度を採用していた。

25)英語の予算 (budget)という言葉はフランス語の bougetteから出ている。これは
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昔の旅行者が馬の背に懸けた皮袋とか大型の財布のことである。英国やオランダの

大蔵大臣が国の年度財政計画の提出にさいして使用する革のケースも bougetteで

ある。これからも知られるように，予算という言葉は初め政府に対してだけのもの

だったが， その後個人の場合にも使用されるようになったくホブステイド， 1967: 

訳書， p. 13)。経済企画庁編 (1978)は，増分主義に基づくモテ、ノレを構築し，それ

が国の一般会計予算の編成行動をどの程度説明できるかを分析している。

26)長浜， 1978， p. 245参照。

27)小島， 1976， p. 119. 

28)細井， 1968， pp. 140-147参照。

29)構造アプローチではなく動機づけアプローチの立場に立って，予算管理システムを

実証的に研究する試みも行われてきている。

アージリス (1952)は，予算設定の従業員参加が組織成果に与える影響を実地調

査し，参加と従業員の職務満足・生産性との問には正の相関関係があるとしづ結果

を得た。この結果より，彼は，予算目標は組織内ではボトム・アップ方式で設定さ

れるべきであると結論づけた。

サイモン他(1954)は，コントローラ一部門の分権度の組織成果への影響を調査

し， 1"参加的経営はより高い生産性をあげるための手段である。」とLづ，上記のア

ージリスの結論を支持する結果を得た。

ステドリィ(1960)は，予算達成困難度，予算内管理者の欲求水準，および組織

成果関の相互作用を実験室実験によって検討した。そして， 1"最高の組織成果は，

予算内管理者が予算を受け取った後で自らの欲求水準を設定する場合に達成され

る。」という結果を得た。 この結果は， 参加的予算設定の普遍的妥当性に疑義をは

さむものであった。

さらに，ステドリィはケイとの協力をもとに (1964)，先の実験室実験を現場実

験に移し，先の結論の検証を試みた。その結果，統計的有意性はなかったが先の調

査結果は支持された。

面接法・質問紙法そして因子分析を併用した広範な分析が，ホフステイド (1967)

によって試みられた。彼は，予算管理システムをインプットとアウトプットの両面

から追跡し，それらを構成する種々の因子聞の相関関係を分析した。その結果をも

とに，動機づけは， 1"参加J，1"予算についての上司とのコミュニケイションの頻度J，

「個人的属性」および「ゲーム精神の創造」が，動機づけを高めるための最もよい

操作の 1つであると主張した(小島 (1975)は，このホフステイド研究をわが国の

ある総合電機メーカーの班長100名を調査対象として検証している〉。デコスタ&

ファータキス (1968)は，製造会社の従業員を調査対象として予算圧力の監督者の

リーダーシップへの影響を検討した。彼らは， リーダーシップ変数として， 1"配慮」

と「構造づくり」の次元を採用し， 11構造づくり」次元は，予算圧力が高まるにつ
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れて増大する。」とL、う予想の下に調査を行なった。しかしながら，結果は，予算圧

力が高まるにつれてリーダーの行動は2つの次元のいずれもが増大してしまった。

この結果に対する 1つの説明として，組織状況および、個人的属性の影響の可能性を

指摘している。

以上みてきたこれらの実証研究における大きな問題点は，外部環境，戦略，技術

等のタスク環境や組織構造などの予算管理システムに重要な影響を及ぼす要因に対

する考慮が不十分であるという点である。従来の研究における説明変数は，予算参

加，予算水準，および予算圧力等 2~3 に過ぎなかった。この点に，土記の研究

の聞の相互に矛盾する結果の lつの原因があるものと考えられる〔小島， 1975， pp. 

121-122)。

30)小林・辻， 1972参照。

31)小島， 1978， pp. 122-123 

32)スウィリンガ&モンカー， .1972参照。

33)小島， 1978， pp. 124-125. 

34)ブノレンズ&ウォーターハウス， 1975参照。

35)ホプウット 1972参照。

36)ローレンス&ローシュ， 1967参照。

37)ローレンス&ローシュによれば，問題直視とは，各人がコンフリクトの原因，そ

して根本に横たわる問題を解決するための方法を見い出すまでコンフリクトと真正

面から対決してその解消をはかる方法である〔ローレンス&ローシュ， 1967， pp. 

265-266)。

38)ヴァン・デ・ベン他， 1972参照。

39)カンドワラ， 1973参照。ベファー&レブレヴィッチ (1973)，へイドヴァリ&イ

エンソン (1978)等も同様の研究を行っている。へイドヴァリ&イエンソンの研

究によれば， 1"外部環境が不確実な組織は，精巧な固定化した情報システムを利用

せず，陳腐化した知識や行動を除去することが出来るような適応的情報システムを

採用し対処する。」

40)パーグ， 1969参照。

41)ローシュ&アレン， 1973， pp. 141-169， pp. 199-202参照。

42)業績評価システムの診断・設計に関しては，ケイン&ローラー， 1979参照。

lV結び

経営管理は，経営者あるいは管理者がその組織状況に適合した資源配分，

統合および業績評価を行いながら，組織目標の達成に努力する活動である。

本稿では，構造アプローチの立場に立ち，組織状況，組織構造・管理システ
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ム，および経営管理活動(組織行動)との適合を体系的かつ実証的に分析す

るための準備として従来の研究成果を調査した。

まずH節において，タスク環境と組織構造との関係を分析した諸研究を考

察した。しかし，組織設計は，組織構造の選択・決定で終わるものではな

い。組織構造とともに組織行動を規定する管理システムもまた，重要な組織

設計である。そこで， m節において，タスク環境と管理システムとの相互関
係を分析した研究成果を，資源配分システム，予算管理システム，統合メカ

ニズム，業績評価システムに分けて考察した。

これらの考察より， 1(1)すべての組織は，タスク環境に適合した組織構造・

管理システムを設計し組織行動を展開する。しかしこのタスク環境は個々の

組織によって異なったものであり，あらゆる組織に普遍的に妥当する唯一最

善の組織構造・管理システムおよび組織行動は存在しなL、。 (2)組織が有効で

あるためには，タスク環境，組織構造・

管理システム，および組織行動との聞

には適合的な一定のパターンが維持さ

れなければならない。」ということを

明らかにした(第18図参照)。

最後に，諸研究の調査・検討をもと

に，第19図に示すような組織を分析

するためのフレームワークを提示す

る。

タスク環境としては， 1市場環境J，

「製品/市場戦略」および「技術」の 3

第18図 タスク環境，組織構造・
管理システム，組織行動

lJL| 

つを取り挙げる。「市場環境」は， 組織にとって特に長期にわたって所与の

組織状況である。 これに対して「製品/市場戦略」は， 組織の意思決定によ

り形成される組織状況である。「技術」は， 1製品/市場戦略」の形成に影響

を及ぼすが， 長期的には「製品/市場戦略」に規定される。組織は，これら

3つのタスク環境に対処するために， 1組織構造・管理システム」を設計す
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る。そして，この「組織構造・管理シ久テム」によって設定された枠組の中

で「組織行動(経営管理活動)jが行われるのである。

タスク環境， r組織構造・管理システム」および「組織行動」の 3つは，

全体として，相互に適合していることが肝要である。このうち 1つが変化し

た場合には，他の 2つもそれに合わせて変化し，適合が維持されなければな

らなL、。たとえば，タスク環境の 1つである「市場環境」が変化した場合に

は，それに適合するように「組織構造・管理システム」および「組織行動」

が展開される必要がある。

「組織成果」は，タスク環境， r組織構造・管浬システムj， および「組織

行動」の 3つの複合的な適合によって生み出され，その結果は， r製品/市場
戦略j，r技術j，r組織構造・管理シア、テム」および「組織行動」にフィード

パックされる。したがって，適合は，単なる静態的な適合ではなく，動態的

な適合でなければならなし、。

1)ローシュ&モース (1974)は，環境，組織構造，パーソナリティーの3つの概念

聞の適合性の実証研究を行っている。ナイチンゲーノレ&トクノレーズ (1977)は，

環境，経営者の価値，組織構造，組織過程，組織成員の態度の5つの概念間の適合

性を，検証している。また， ミアリー&リー (1979)は，マクロ次元の適合(規

模，技術，環境付組織構造〕とミクロ次元の適合(組織構造日従業員の行動〕と

を統合すべきであると主張している。

2)本フレームワークの提示にあたっては，統合的コンティンジェンシー・モテノレ(野

中， 1978， p.. 16)および組織ダイナミックス統合モデノレ(コッター， 1980， p. 282) 

も参考にした。
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